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検討の⽅向性について
 これまでの荷主判断基準ワーキンググループでは、燃料法・燃費法の導⼊は拡⼤しておらず、トン

キロ法を多く⽤いている実態や、エネルギー消費原単位の改善が鈍化して状況等を確認した。
 「算定⽅法の適正化」によるトンキロ法の⾒直しや、荷主クラス分け評価制度の導⼊等による「特

定荷主の省エネ取組の評価」といった⽅策について事務局案を提⽰した。実効性ある⽅策を審
議するため、事業者の現状と、事務局案について関係団体へヒアリングを実施した。

 本⽇は、検討の⽅向性について、これまでの審議やヒアリングを踏まえて、御議論いただきたい。

１．エネルギー使用量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の見なし積載率の見直し

（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の見直し

（３）燃費法の見なし燃費の見直し

（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適用

（５）エネルギー使用量の算定ツールの開発

（６）エネルギー使用量の算定方法に関するベストプラクティス共有

２．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク目標の設定

（２）荷主クラス分け評価制度の導入

（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有



【オブザーバー】
 トンキロ法では、燃費向上の取組が評価しにくいため、算定⽅法の⾒直しは賛成。⾒直し積載率を実態を踏まえて適正化するこ

とは有効。
 物流事業者の業務負荷を懸念、データ提供に係る⼯数の削減が必要。物流事業者にも下請け構造がある。
 混載利⽤の場合、輸送事業者から距離、物量で按分した正確な情報を⼊⼿することが難しい。
 貨物輸送事業者が情報を提供しようと思っていただける措置が重要ではないか。対価、インセンティブがなければ取組は進まな

い。情報を⾃動的に計測・報告できるようなシステム導⼊⽀援がほしい。
 燃料法の普及等で数値の精緻化も重要だと理解はできるが、何を⾏うか対策の議論が本質ではないか。
 下請け企業は燃料データ等を把握するのは⼤変で、現状として輸送毎の精緻なデータは把握できていないと推察される。
 算定ツールは⾃動的にエネルギー使⽤量や⾛⾏距離が算定され、⾦銭的負担が軽減なく導⼊できるとよい。

参考︓「算定⽅法の適正化」に関する主な意⾒（ヒアリング・資料より）
【委員】
 カーボンニュートラルに向けて、精度の⾼いデータを把握し、省エネを進めることが求められている。算定⽅法の⾒直しの⽅向性は、

状況に沿っている。 コストや⼿間についての意⾒を踏まえるとトンキロ法の精緻化は合理的。
 事務が膨⼤という意⾒が多く⾒られた。負荷を如何に減らせるかが重要な点になる。
 集計のための負荷を下げつつ、精度を⾼めることが必要。輸送コスト分析と同じデータ取得の枠組みのなかで、CO2を評価でき

るようなことが望ましいのではないか。
 荷主から⽤いるトラックの燃費性能を求め、輸送事業者が求めに応じることで料⾦が変わるような、新たな⽅策が期待できる。
 より精度の⾼まった算定⽅法を荷主が使う場合に、どの⽅法をどのように使い分けるのかガイドラインがあると良い。
 ある事業者を例に、各算定⼿法で算定し、どの程度の差異があらわれるのか⽰せば、精度の議論ができるのではないか。
 8t以上では最⼤積載量が増加すると、積載率は下がっているのが事実のため、そのまま最⼤積載量カテゴリ別に設定しても良い

のではないか。17t以上は特殊な区分ではあるが、17t以上の⾒なし積載率も設定してはどうか。
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参考︓「省エネ取組の評価」に関する主な意⾒（ヒアリング・資料より）

【委員】
 １％改善が難しくなっている中で、ベンチマークの設定はご賛同いただいていたところが多い。ただし、公平に評価可能な指標の

設定について意⾒が⾒られたのではないか。
 段階を踏んで試⾏的に実施し、検証することを前提としてはどうか。クラス分けの指標にベンチマークを⼊れるのは後にしてはどうか。
 理想的なクラス分けの仕組みを簡単に作成することは難しいが、クラス分け制度⾃体には前向きと感じた。
 積載率をベンチマーク指標とすることは賛成。品⽬、距離などいくつかの要素があり、何を組み合わせるかという問題もある。貸切

便の場合と積み合わせの場合で分けるという考え⽅もあり得る。
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【オブザーバー（以下は第５回までの意⾒）】
 ベンチマークの設定、年平均１％以上の低減に縛られない評価体系を検討することには賛成。
 集計⽅法、品⽬や業種等の違いから、べンチマークによる評価は難しいのではなかろうか。
 業種別よりも、貨物の形状、性質ごとベンチマークが導⼊するのも新しい⽅向ではないか。業界特性、製品形状、輸送形態など

きめ細かく実情にあった制度設計が必要。
 実際に指標が機能するのか、検証しながら進めることが必要ではないか。
 貨物毎に評価できる仕組みがあれば、荷主と貨物輸送事業者が、１つの⽬標に向かって協⼒できるのではないか。
 さまざまな事情の下、省エネに取り組んでいるところ。取り組み得る余地にも差があるのが実態、公平性を担保できるのか。
 クラス分け制度を導⼊することで、省エネ促進が期待されるが、公平性を担保することができるのか疑問。
 Ｓクラスもいずれ、やり尽くし感が出る、その先を考えた設計が必要。
 優良業界に対してはインセンティブがほしい。



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有
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１（１）⾒なし積載率の⾒直し➀ ⾃動⾞輸送統計と定期報告の差
 定期報告は、⼀定の貨物輸送を集計した値を提出する。このため、事業者毎の加重平均値の分

布を⽰したもの。統計は、貨物の積み卸し毎の
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 ⾒なし積載率の⾒直しするにあたり、➀省エネ法の定期報告を⽤いる⽅法と、②⾃動⾞輸送統計のデータを
⽤いる⽅法の２つがあり、下記の通り、両者には積載率の差がある。

 省エネ法の定期報告から集計した積載率は、⾒なし積載率の⾒直しに⽤いるには以下の課題がある。

 このため、⾒なし積載率の⾒直しについては前回と同様に⾃動⾞輸送統計のデータを⽤いることとする。

➀改良トンキロ法で提出した事業者の積載率データのみを抽出している。
②⾒なし積載率を⽤いている事業者が２割程度含まれていると考えられる。
③事業者が任意に設定した貨物輸送区間毎の加重平均値となっている

最⼤積載量別の積載率（2019年）

出所 2019年度の定期報告書（付表３）、国⼟交通省所管の⾃動⾞輸送統計（2019年度分）の調査票情報を利⽤して省エネルギー課にて独⾃に集計を⾏ったもの
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１（１）⾒なし積載率の⾒直し② ⾒なし積載率の設定
 ⾒なし積載率の⾒直しを⾏うため以下のように算出することとする。

⾒なし積載率 ＝ － ×⾃動⾞輸送統計
平均値

省エネ法定期報告
標準偏差

⾃動⾞輸送統計
平均値

省エネ法定期報告
平均値

① 「⾃動⾞輸送統計の平均値」から、「省エネ法定期報告の
ばらつき（標準偏差）」を定期報告と⾃動⾞輸送統計の
⽐率で調整した値を差し引く。

②⾒なし積載率の設定

① 「⾃動⾞輸送統計における最⼤積載量別の積載率の平均値」に、「省エネ法の特定事業者による定期
報告の積載率のばらつき」を考慮し補正（平均値そのものを⽤いず、平均よりも低い値とする）を⾏う。

② 最⼤積載量の考え⽅等がトラックとトラクターは異なる。８トン以上については、トラクターが割合が⼤きく
なり、その変動要因が積載率そのものであるのか分からないため、差を設けない（８トン以上については、
平均値を⽤いる）。



7

（参考）トラックとトラクタ
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（参考）⾒なし値算出の例

⾒なし積載率 ＝ － ×
34.2%

⾃動⾞輸送統計
平均値

49%

省エネ法定期報告
標準偏差

18%

⾃動⾞輸送統計
平均値

49%

省エネ法定期報告
平均値

60%

軽油 最⼤積載量 2,000kg以上4,000kg未満の⾒なし積載率の算出

平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
軽油 2,000kg以上4,000kg未満 49% 30% 60% 18%

省エネ法定期報告
事業⽤

燃料 最⼤積載量 ⾃動⾞輸送統計

• 「⾃動⾞輸送統計の平均値」から、「省エネ法定期報告のば
らつき（標準偏差）」を定期報告と⾃動⾞輸送統計の⽐率
で調整した値を差し引く。
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１（１）⾒なし積載率の⾒直し③

出所 省エネ法定期報告、国⼟交通省所管の⾃動⾞輸送統計（2019年度分）の調査票情報を利⽤して省エネルギー課にて独⾃に集計を⾏ったもの

事業⽤ ⾃家⽤ 事業⽤ ⾃家⽤ 事業⽤ ⾃家⽤ 事業⽤ ⾃家⽤ 事業⽤ ⾃家⽤

500kg未満 41% 38% 16% 43% 37% 16% 17%

500kg以上1,500kg未満 32% 41% 19% 32% 21% 19% 12%

1,500kg以上 52% 24% 29% 15% 55% 39% 42% 32% 20% 20%

1,000kg未満 36% 10% 19% 38% 18% 46% 46% 23% 33%

1,000kg以上2,000kg未満 42% 17% 25% 41% 23% 51% 44% 20% 26%

2,000kg以上4,000kg未満 58% 39% 34% 23% 49% 36% 60% 57% 18% 20%

4,000kg以上6,000kg未満 29% 54% 39% 66% 65% 20% 16%

6,000kg以上8,000kg未満 30% 52% 42% 67% 69% 19% 20%

8,000kg以上1,0000kg未満 73% 56% 70% 69% 16% 14%

1,0000kg以上12,000kg未満 68% 56% 72% 68% 19% 18%

12,000kg以上17,000kg未満 61% 47% 75% 71% 18% 19%

17,000kg以上 - - 58% 56% - - - -

揮発油
10%10%

51%

軽油

24%

38%

10%

40%

62% 49%

燃料 最⼤積載量

⾒なし積載率 ⾃動⾞輸送統計
（2019）

省エネ法定期報告
（2019）

改正案現⾏ 平均値 平均値 標準偏差



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有
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１（２）改良トンキロ法及び燃費法の課題（燃費向上の評価）
 貨物⾃動⾞の燃費は年々向上しており、平均すると年率1.1％向上している。2025年度の重量

⾞の燃費基準値は2019年度の燃費値より9.2％程度の向上を⾒込んでいる。
 改良トンキロ法を選択した場合、⼜は⾒なし燃費値を使った燃費法を選択した場合には、燃費向

上は評価できない。

※ 年度別の貨物⾃動⾞平均燃費のトレンドから推計した2002年度の貨物⾃動⾞平均燃費
出所 経済産業省及び国⼟交通省に報告された貨物⾃動⾞のエネルギー消費効率並びに⾃動⾞の燃費基準値を出荷台数で加重調和平均した値から作成

(km/L)

2025年度
基準値

2015年度
基準値(7.10)年率1.1％で

燃費が改善
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１（２）重量区分別燃費改善の状況

出所 経済産業省及び国⼟交通省に報告された貨物⾃動⾞のエネルギー消費効率から作成

最⼤で
約10%の差

 ⾞両総重量区分毎に貨物⾃動⾞の燃費改善率に差がある。
 改良トンキロ法の⾒直しにあたっては、燃費改善率の差を考慮した設定が必要。
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１（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
 省エネ法トップランナー制度の燃費基準を達成した⾞両を採⽤した場合、燃費改善を考慮した

燃料消費原単位を利⽤できるよう、改良トンキロ法の⾒直し⾏う。
 しかしながら、改良トンキロ法は⾃動⾞輸送統計を回帰分析することによって得られた⽅法であり、

その後⾃動⾞輸送統計の内容に変更があった（※１）ため、同様の⽅法で⾒直しを⾏うことは困
難である。

 このため、貨物⾃動⾞のカタログ燃費※２の向上トレンドを活⽤して、改良トンキロ法の⾒直しを
⾏う。

年度基準に対応した燃費改善係数ݔ︓௫ܣ
→ 燃費基準を達成した⾞両の燃費改善効果
に相当
︓௫ܤ 年度基準に対応した最⼤積載量係数ݔ
→ ⾞両重量区分毎の燃費向上率のばらつき
を補正

改良トンキロ法⾒直しイメージ

15.03ーܣ௫
^0.654ーܤ௫

※１現在の⾃動⾞輸送統計は、実⾛⾏時の燃料消費のデータを取得していない
※２「⾃動⾞の燃費性能の評価及び公表に関する実施要領（平成１６年国⼟交通省告⽰第６１号）」に基づく⾃動⾞の燃費

① カタログ燃費のトレ
ンドから改良トンキロ
法策定時（2002年
度）のカタログ燃費
を推計

② 2002年度のカタロ
グ燃費の推計から燃
費基準値（ݔ年度）
までの改善率を算出

③ 改良トンキロ法から
算出した2002年度
⾛⾏燃費に、改善率
を乗じてݔ年度におけ
る実⾛⾏燃費を推計

④ ⼤年度における最ݔ
積載量毎の実⾛⾏燃
費を推計し単位換算
後を重回帰分析

改良トンキロ法
燃料消費原単位

（リットル／トンキロ）
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参考︓改良トンキロ法の⾒直し 検討プロセス➀

年度

① カタログ燃費のトレンドか
ら改良トンキロ法策定時
（2002年度）のカタログ
燃費を推計

② 2002年度のカタログ燃
費の推計値から燃費基準
値（2015年度）までの改
善率を推計

③ 改良トンキロ法から算出し
た2002年度⾛⾏燃費に、改
善率を乗じて2015年度にお
ける実⾛⾏燃費を推計

④

20072002 2015

最⼤積載量 Z トン、積載率 Y %のディーゼル貨物⾃動⾞の燃費
（検討プロセスのイメージ）

●︓改良トンキロ法から算出した2002年度実⾛⾏燃費

●︓カタログ燃費
●︓燃費基準値（2015年度）

●︓2015年度における⾛⾏燃費を算出

➀トレンドから
2002年度カタログ燃費を推計

2019

燃
費

km
/L

カタログ燃費のデータが存在しない

③2015年度実⾛⾏燃費（推計）

（次⾴）

燃費基準値（2015年度）

2002年度実⾛⾏燃費
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ディーゼル貨物⾃動⾞（積載率 45%)の
トンキロあたりの燃料使⽤量

参考︓改良トンキロ法の⾒直し 検討プロセス②

① ② ③

④ 2015年度における最⼤積
載量毎の⾛⾏燃費を算出し、
km/LからL/t・kmへ単位換
算し、重回帰分析を実施

約12％改善

軽油 ࢞࡭‐15.03 ࢞࡮‐0.654

2015年度
燃費基準
達成車

14.01 0.658

14.01

0.658

 2015年度燃費基準値を達成した⾞両を⽤いたこと
が確認できた場合は、以下の改良トンキロ法の式を
⽤いることができる。

（2015年度基準を達成しているトラックを対象）

改良トンキロ法
燃料消費原単位

（リットル／トンキロ）



１（２）燃費基準を考慮した改良トンキロ法（ディーゼル貨物⾃動⾞）

図 2015,2022,2025年度
ディーゼル貨物⾃動⾞の基準値とその回帰式

ディーゼル貨物⾃動⾞の改良トンキロ法
15.03ーܣ௫

^0.654ーܤ௫

軽油 ࢞࡭‐15.03 ࢞࡮‐0.654
対象外

最大積載量
現行値に対する

平均向上率

2015年度
燃費基準
達成車

14.01 0.658 なし
１２％向上

（再掲）

2025年度
燃費基準
達成車

8.83 0.623 1t未満 ３０%向上

〇 主に⾞両総重量が3.5t超のディーゼル貨物⾃動⾞

軽油 ࢞࡭‐15.03 ࢞࡮‐0.654
対象外

最大積載量
現行値に対する

平均向上率

2022年度
燃費基準
達成車

10.83 0.654 2t以上 ３９％向上

〇 ⾞両総重量が3.5t未満のディーゼル貨物⾃動⾞

トン
キ

ロあ
た

りの
燃

料
使

⽤
量

L/
t・

km
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改良トンキロ法
燃料消費原単位

（リットル／トンキロ）
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１（２）燃費基準を考慮した改良トンキロ法（ガソリン貨物⾃動⾞）

図 2015,2022年度揮発油貨物⾃動⾞
の基準値とその回帰式ガソリン貨物⾃動⾞の改良トンキロ法

14.44ーܣ௫

^0.648ーܤ௫^0.927

揮発油 ࢞࡭‐14.44 ࢞࡮‐0.648
対象外

最大積載量
現行値に対する

平均向上率

2015年度
燃費基準
達成車

6.22 0.565 なし 32％向上

2022年度
燃費基準
達成車

6.97 0.612 なし 62％向上

〇 ガソリン貨物⾃動⾞

トン
キ

ロあ
た

りの
燃

料
使

⽤
量

L/
t・

km

改良トンキロ法
燃料消費原単位

（リットル／トンキロ）
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 各燃費基準に対応する改良トンキロ法の係数等について、以下の表のとおり。
– 事業者が燃費基準値を達成した⾞両を⽤いたことが確認できた場合、改良トンキロ法の式に、達成している基準に応じた算

定式を⽤いることができる。

– 燃費基準の達成が確認できない場合は、効率向上が確認できないため現⾏の算定式を⽤いる。

１（２）燃費基準を考慮した改良トンキロ法（まとめ）

改良トンキロ法の算定式

A

^B^Ｓ

S︓揮発油の場合0.927、軽油の場合0.812

A B A B A B A B

揮発油 すべて 14.44 0.648 6.23 0.565 6.96 0.612

1t未満

1t以上2t未満

2t以上

14.01 0.623
なし

軽油

燃料 最大積載量

燃費基準未確認
（現行）

燃費基準区分

2025年度基準

なし

0.658 10.83 0.654
なし

8.83

2015年度基準 2022年度基準

15.03 0.654

改良トンキロ法
燃料消費原単位

（リットル／トンキロ）
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１（２）燃費基準の達成の判定について①

国⼟交通省 ⾃動⾞燃費⼀覧︓ https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_mn10_000002.html

 燃費基準達成ステッカー（現在は2015年度基準のみ）や⾃動⾞メーカーのHPから
も判定が可能。

燃費基準達成ステッカーを利⽤した場合

⾞両の後⾯ガラス等に貼付されているものを確認する。
（貼付されていないものもある。）

（中略）

⾃動⾞メーカーのHPから確認する場合
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１（２）燃費基準の達成の判定について②
 ⾃動⾞燃費⼀覧からも判定が可能。

使⽤しているトラック等の型式と
⼀致しているものを検索

100を超えれば
基準達成

⾃動⾞燃費⼀覧から確認する場合

（中略） （中略） （中略）



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有
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トンキロあたりの燃料使⽤量 ሺ単位︓ℓ/ݐ・݇݉)の逆数を輸送
量(積載率×最⼤積載量、単位︓ݐ) で割ることで⾒なし燃費
を算出。
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１（３）⾒なし燃費の⾒直し①

 改定した改良トンキロ法の算定式に2019年度の⾃動⾞輸送統計から導出した平均
積載率を導⼊して、⾒なし燃費を設定する。

〇 改良トンキロ法から⾒なし燃費を算出

統計平均
積載率

％

最⼤積載量2000kg以上4000kg未満
のディーゼル貨物⾃動⾞を対象とした⾒なし燃費

ݔ

︓事業⽤ ︓⾃家⽤

改良トンキロ法
燃料消費原単位

（リットル／トンキロ）
ݔ

⾒なし燃費[݇݉/ℓ] ＝
１

௫ሾℓ/ݐ・݇݉ሿൈሺ最⼤積載量ሾtሿൈ統計平均積載率%ሻ	

A

^B^Ｓ

S︓揮発油の場合0.927、軽油の場合0.812
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（参考）⾒なし燃費算出の例

2,000kg以上4,000kg未満軽油 49%

燃料 最⼤積載量

⾃動⾞輸送統計
（2019）

事業⽤

平均値

軽油を燃料とする燃費達成未確認⾞両、最⼤積載量2,000kg以上4,000kg未満（中央値3,000kg)の⾒なし燃費の算出の例

ݔ49％

改良トンキロ法
燃料消費原単位

（リットル／トンキロ）
ݔ

15.03

^0.654^0.812
3,000kg

＝0.143ℓ/ݐ・݇݉

最⼤積載量2000kg以上
4000kg未満

のディーゼル貨物⾃動⾞を
対象とした⾒なし燃費

︓事業⽤A B

軽油

燃料

燃費基準未確認
（現行）

15.03 0.654 4%改善
15%改善

38%改善

① 改良トンキロ法燃費基準未確認用の係数A=15.03,B=0.654として、最大積載量の区分の中央値
(3,000kg) 、積載率は当該区分の自動車輸送統計の平均値(49%)をそれぞれ、改良トンキロ法
の式に代入、燃料消費原単位（=0.143ℓ/t・km）を算出。

②燃料使用量原単位（=0.143ℓ/t ・ km）から、積載量（3t×49%）見なし燃費（4.77km/ℓ）を求める。

⾒なし燃費＝ １
଴.ଵସଷℓ ・ ൈሺ ൈ ሻ

＝4.77km/ℓ

①

②
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１（３）⾒なし燃費の⾒直し② ⾒なし燃費⼀覧
 同様の⽅法により、最⼤積載量別に燃費基準毎の⾒なし燃費値を算出。

– 燃費基準の達成が確認できない場合は平均積載率の⾒直して導出した「燃費基準未達成等」の燃費値を⽤いる。

表 貨物自動車の見なし燃費値 単位： km/L

※１ 最大積載量17t以上のトラックにおける最大積載量の中央値は、最大積載量24t超のトラックが存在しない（※２）ことを踏まえ、24tと17tの中央値20.5tを用いている。
※２ 国土交通省所管の自動車輸送統計（2019年度分）の調査票情報を利用して省エネルギー課にて独自に集計。

燃
料

最大積載量
事業用 自家用

燃費基準
未達成等

2015年度
基準

2022年度
基準

2025年度
基準

燃費基準
未達成等

2015年度
基準

2022年度
基準

2025年度
基準

揮
発
油

0.5t未満 9.45 13.47 15.88 10.09 14.38 16.95

0.5t以上1.5t未満 6.50 8.48 10.51 6.86 8.97 11.10 

1.5t以上 5.51 6.96 8.79 5.65 7.14 9.01 

軽
油

1t未満 9.28 10.21 12.88 10.65 11.71 14.78 

1t以上2t未満 6.26 6.92 8.69 8.50 6.98 7.71 9.68 9.47 

2t以上4t未満 4.77 5.28 6.33 5.06 5.61 6.72 

4t以上6t未満 3.93 4.36 5.13 4.17 4.63 5.45 

6t以上8t未満 3.51 3.90 4.54 3.66 4.06 4.73 

8t以上10t未満 3.02 3.36 3.88 3.18 3.54 4.08 

10t以上12t未満 2.86 3.18 3.64 2.97 3.31 3.79 

12t以上17t未満 2.65 2.96 3.36 2.79 3.11 3.52 

17t以上（※１） 2.38 2.65 2.97 2.39 2.67 2.99



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有
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0.555 0.553
0.539 

0.525 

0.498 

0.470 

0.442 

0.4

0.45

0.5

0.55

0.6

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
原

単
位

M
J/
tk
m

1990年～2010年に建造された船舶の船種毎の

平均的な燃費と比べた改善率

▲2.5%▲5%  ▲10% ▲15%   ▲20%

0%以下 0%～
5％未満

5%以上
10％未満

10%以上
15%未満

15%以上
20%未満

20%以上

EEDI 評価無し

代替手法 評価無し

暫定運用手法 評価無し

改善率

計算方法※2
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１（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
 国⼟交通省が実施している内航船省エネルギー格付制度※１において★1〜５（改善率の区分）を取

得した船舶を使⽤した場合、省エネ法の定期報告にてその性能に応じたエネルギー消費原単位を
⽤いる※２ことが可能。

 なお、格付の判定ができない等の船舶は、格付制度の基準となる2010年度の内航船舶輸送統
計※３から算出した原単位を使⽤。

ロゴマーク

（※１）内航船省エネルギー格付制度︓https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_tk7_000021.html
（※２）新たなエネルギー消費原単位の適⽤は、EEDI及び代替⼿法により評価を受けた船舶に限る。
（※３）内航船舶輸送統計︓ https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00600340&tstat=000001018595



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有
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１（５）荷主ｰ輸送事業者間のデータ交換に関するガイドライン
 平成17年の省エネ法の改正において輸送に係る措置として輸送事業者や荷主が新たに規制の対象になった。

 データ交換フォームは、荷主と貨物輸送事業者の双⽅が、法改正の趣旨に沿った取組を進める上で、発展的な
協⼒関係を構築することを意図して、経済産業省と国⼟交通省が例⽰として提供した。



29

荷送側

荷受側
輸送事業者

荷主輸送事業者荷主

・
・
・

②配送先が複数①データの授受

荷主ア

荷主イ

荷主ウ

③混載の貨物情報

荷主ア

荷主イ

荷主ウ

Ａ Ｃ
Ｂ Ｄ

Ａ Ｄ
距離・重量・積卸し等々 元請け荷主 下請け

１次受託者

④輸送事業者の下請け構造

実輸送事業者

２次以降受託者

 開発するエネルギー使⽤量算定ツールは、以下の課題➀②④の解決を⽬指す。③は動態管理シ
ステムなど、他のシステムの導⼊等により解決を図る（P59.トラック輸送の省エネ化推進事業の活⽤等）。

１（５）荷主ｰ輸送事業者間の情報連携に関する課題

膨⼤なデータの集計
輸送事業者

こみ⼊った情報伝達経路

輸送事業者

荷主別の情報提供

データの処理の取決め



省エネ法・温対法・フロン法
電⼦報告システム

EEGS（イーグス）

⽀援
ツール

算定や報告のツールのイメージ

１（５）エネルギー使⽤量算定ツールの開発
 以下を可能とするエネルギー使⽤量算定ツールを開発する。

経済産業局荷主輸送事業者

⾃動集計

様式様式様式

① 算定⽅法の⾒直し等を踏まえた貨物輸送毎の共通の「データ交換様式」を設ける。

② 「データ交換様式」を省エネ法の定期報告の様式（付表１から３）に合わせて、識別ID（※）別に⾃動集計する。

③ 省エネ法の定期報告作成ツール及びオンライン提出システム（EEGS）へ集計結果の取り込み機能を構築する。

30

様式様式データ
交換
様式

下請けも含め
共通のデータ交
換様式に⼊⼒

集計データを省エネ法の
定期報告付表1から３
への取込み機能、オンラ
イン提出

複数の貨物輸送事業者からのデー
タを、燃料使⽤量（CO2排出量）
や識別ID等の情報を定期報告様
式（付表）に合わせて⾃動集計

省エネ法
定期報告

➀ ② ③

（※）識別ID︓貨物輸送毎の発着地、輸送機器、⾃宅輸送か委託輸送、エネルギー使⽤量の算定⽅法が同じ輸送を同じIDにする識別によって得られたIDのこと。（左記条件以上の細分化を荷主独⾃でしても構わない。）
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１（５）エネルギー使⽤量算定ツールの使⽤⽅法

 データ交換様式回収後は、EEGSに転記可能な付表１〜３を⾃動⽣成できる。

データ交換様式
①荷主は、各輸送の輸送トンを輸送事業

者に伝達する
②燃料法、燃費法、トンキロ法のシート毎

に輸送⽇、発着地、⾃家輸送か否か、
燃料の種類等の必要情報を⼊⼒

（例）トンキロ法
(A)輸送距離
(B)輸送トン
(C)積載率（既知の場合）
(D)最⼤積載量
(E)燃費基準達成状況
(F)内航船省エネ格付制度の取得状況

⽀援ツール（荷主が作業）
③データ交換様式を回収
④⽀援ツールに回収したデー
タ交換様式を⼀括挿⼊

⑤識別ID等の⾃動⽣成

⑥省エネ法定期報告様式
付表１〜３の⾃動作成

様式（燃料法）

C
C
F

様式（燃費法）

A
B
V
D

②燃費性能を新たに把握

様式（改良トンキロ法）

(B)輸送トン
荷主が管理すべき事項

(A)輸送距離
(C)積載率（既知の場合）
(D)最⼤積載量
(E)燃費基準達成状況
(F)内航船省エネ格付制度の取得状況

輸送事業者が管理すべき事項

⑤ ルート等の情報から
⾃動でグルーピング（IDの付与）

※任意のグルーピングも可

出発地点 到着地点 輸送モード
委託輸送
/自家輸送

識別ID

A B トラック 自家輸送 １

A B トラック 委託輸送 ２

A B トラック 自家輸送 １

A C トラック 委託輸送 ３

【到着地点C】

【出発地点A】

【到着地点B】

⾃家輸送トラック

委託輸送トラック

委託輸送トラック

識別ID:1

識別ID:2

識別ID:3

⑥ 定期報告書に必要な情報を⽣成
付表１〜３(EEGS転記⽤)の⾃動⽣成

識
別
ID

輸送
モード

委託輸送
/自家輸送

エネルギー
使用量

１ トラック 自家輸送 100kL

２ トラック 委託輸送 200kL

１ トラック 自家輸送 300kL

３ トラック 委託輸送 400kL

１ トラック 自家輸送 500kL

5 鉄道 委託輸送
600

千kwh

4 船舶 委託輸送 700kL

・・ ・・ ・・ ・・

２ トラック 委託輸送 800kL

識
別
I
D

輸送
モード

委託輸送
/自家輸送

エネルギー

使用量

１ トラック 自家輸送 900kL

２ トラック 委託輸送 1000kL

３ トラック 委託輸送 400kL

4 船舶 委託輸送 700kL

5 鉄道 委託輸送
600

千kwh

識
別
I
D

輸送
モード

委託輸送
/自家輸送

エネルギー

使用量

１ トラック 自家輸送 900kL

２ トラック 委託輸送 1000kL

３ トラック 委託輸送 400kL

4 船舶 委託輸送 700kL

5 鉄道 委託輸送
600

千kwh

識
別
I
D

輸送
モード

委託輸送
/自家輸送

エネルギー

使用量

１ トラック 自家輸送 900kL

２ トラック 委託輸送 1000kL

３ トラック 委託輸送 400kL

4 船舶 委託輸送 700kL

5 鉄道 委託輸送
600

千kwh

付表１

付表２

付表３



輸送日
出発
地点

到着
地点

輸送
機器
ID

自家輸送
／

委託輸送
輸送モード 燃料の種別

最大積載量
（kg）

燃費基準
積載率を

把握してい
るか？

積載率
(把握して
いる場合
のみ記

載）

輸送トン [t]
輸送
キロ
[km]

型式（トラックの
場合のみ記載）
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（参考）② データ交換様式の⼊⼒の例（トンキロ法）

○ 意思決定の分担

○ 集計例（トンキロ法）

︓荷主

︓貨物輸送事業者

既存集計項⽬

新たな管理項⽬

型式又は
燃費の

確認方法



燃料
最大

積載量

区分
エネルギー使用量

輸送量
(千トン
キロ) 数値

換算係数（該
当する係数が
独自作成の場
合は、自動入
力の後に上書
きをしてくださ

い。）

熱量
GJ

識別
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（参考）⑥ 定期報告作成に必要な情報の⽣成

（１）１クリックでエネルギー使⽤量等を算出
更に1クリックで識別IDを付与

（２）1クリックで定期報告様式に集計
（１）で整理したエネルギー使⽤量や
トンキロ等を識別ID毎に⼀括集計

登録 ID 輸送日
出発
地点

到着
地点

輸送機
器　ID

識別　ID
自家輸送／
委託輸送

輸送モード 燃料の種別 最大積載量（kg） 燃費基準
積載率を
把握して
いるか？

積載率
(把握している場合
のみ記載）

トンキロあたり
の燃料使用量
[ℓ/tkm]

輸送トン [t]
輸送キロ
[km]

燃料使用量
[ℓ]

当該輸送に係る
燃料使用量　[ℓ]

当該輸送に係るエ
ネルギー使用量
[MJ]

参照したファイル名（事業者名）

1 4月2日 東京 大阪 1 1 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2000 2022年度基準達成 ○ 25% 0.240153264 500 10 1200.7663 1200.766322 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
2 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2700 2015年度基準達成 ○ 17% 0.370801404 450 10 1668.6063 1668.606318 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
3 7月14日 新門司 歯舞 3 3 委託輸送 貨物自動車 軽油 8001 2025年度基準達成 ○ 45% 0.062643473 3600 199 44877.784 44877.78424 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
4 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067638022 2800 121 22915.762 22915.76169 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
5 8月10日 歯舞 新門司 5 4 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2,800 2015年度基準達成 ○ 40% 0.164336543 1000 10 1643.3654 1643.36543 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
6 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 4,500 2025年度基準達成 × 0.145 2500 121 43862.5 43862.5 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
7 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 11999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067641533 3500 111 26278.736 26278.73569 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
8 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 9999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.075778825 2500 111 21028.624 21028.62407 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
9 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 1500 その他 ○ 45% 0.264808583 600 10 1588.8515 1588.851497 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx

10 5月2日 大阪 名古屋 2 5 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 45% 0.048663663 5000 10 2433.1831 2433.183135 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
11 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 6,000 その他 × 0.126 5000 121 76230 76230 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
12 8月2日 歯舞 新門司 8 6 委託輸送 鉄道 上記以外の電気 その他 200 120 11784 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
13 8月2日 歯舞 新門司 9 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★４ 200 120 11304 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
14 8月2日 歯舞 新門司 10 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★５ 200 120 10632 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
15 8月2日 歯舞 新門司 11 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★３ 200 120 11976 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
16 8月2日 歯舞 新門司 12 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★２ 200 120 12624 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
17 8月2日 歯舞 新門司 13 7 委託輸送 船舶 A重油 その他 200 120 13320 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
18 4月2日 東京 大阪 1 1 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2000 2022年度基準達成 ○ 25% 0.240153264 500 10 1200.7663 1200.766322 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
19 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2700 2015年度基準達成 ○ 17% 0.370801404 450 10 1668.6063 1668.606318 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
20 7月14日 新門司 歯舞 3 3 委託輸送 貨物自動車 軽油 8001 2025年度基準達成 ○ 45% 0.062643473 3600 199 44877.784 44877.78424 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
21 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067638022 2800 121 22915.762 22915.76169 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
22 8月10日 歯舞 新門司 5 4 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2,800 2015年度基準達成 ○ 40% 0.164336543 1000 10 1643.3654 1643.36543 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
23 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 4,500 2025年度基準達成 × 0.145 2500 121 43862.5 43862.5 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
24 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 11999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067641533 3500 111 26278.736 26278.73569 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
25 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 9999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.075778825 2500 111 21028.624 21028.62407 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
26 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 1500 その他 ○ 45% 0.264808583 600 10 1588.8515 1588.851497 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
27 5月2日 大阪 名古屋 2 5 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 45% 0.048663663 5000 10 2433.1831 2433.183135 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
28 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 6,000 その他 × 0.126 5000 121 76230 76230 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
29 8月2日 歯舞 新門司 8 6 委託輸送 鉄道 上記以外の電気 その他 200 120 11784 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
30 8月2日 歯舞 新門司 9 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★４ 200 120 11304 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
31 8月2日 歯舞 新門司 10 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★５ 200 120 10632 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
32 8月2日 歯舞 新門司 11 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★３ 200 120 11976 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
33 8月2日 歯舞 新門司 12 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★２ 200 120 12624 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
34 8月2日 歯舞 新門司 13 7 委託輸送 船舶 A重油 その他 200 120 13320 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
35 4月2日 東京 大阪 1 1 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2000 2022年度基準達成 ○ 25% 0.240153264 500 10 1200.7663 1200.766322 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
36 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2700 2015年度基準達成 ○ 17% 0.370801404 450 10 1668.6063 1668.606318 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
37 7月14日 新門司 歯舞 3 3 委託輸送 貨物自動車 軽油 8001 2025年度基準達成 ○ 45% 0.062643473 3600 199 44877.784 44877.78424 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
38 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067638022 2800 121 22915.762 22915.76169 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
39 8月10日 歯舞 新門司 5 4 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2,800 2015年度基準達成 ○ 40% 0.164336543 1000 10 1643.3654 1643.36543 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
40 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 4,500 2025年度基準達成 × 0.145 2500 121 43862.5 43862.5 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
41 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 11999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067641533 3500 111 26278.736 26278.73569 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
42 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 9999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.075778825 2500 111 21028.624 21028.62407 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
43 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 1500 その他 ○ 45% 0.264808583 600 10 1588.8515 1588.851497 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
44 5月2日 大阪 名古屋 2 5 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 45% 0.048663663 5000 10 2433.1831 2433.183135 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
45 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 6,000 その他 × 0.126 5000 121 76230 76230 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
46 8月2日 歯舞 新門司 8 6 委託輸送 鉄道 上記以外の電気 その他 200 120 11784 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
47 8月2日 歯舞 新門司 9 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★４ 200 120 11304 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
48 8月2日 歯舞 新門司 10 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★５ 200 120 10632 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
49 8月2日 歯舞 新門司 11 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★３ 200 120 11976 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
50 8月2日 歯舞 新門司 12 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★２ 200 120 12624 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
51 8月2日 歯舞 新門司 13 7 委託輸送 船舶 A重油 その他 200 120 13320 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
52 4月2日 東京 大阪 1 1 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2000 2022年度基準達成 ○ 25% 0.240153264 500 10 1200.7663 1200.766322 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
53 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2700 2015年度基準達成 ○ 17% 0.370801404 450 10 1668.6063 1668.606318 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
54 7月14日 新門司 歯舞 3 3 委託輸送 貨物自動車 軽油 8001 2025年度基準達成 ○ 45% 0.062643473 3600 199 44877.784 44877.78424 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
55 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067638022 2800 121 22915.762 22915.76169 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
56 8月10日 歯舞 新門司 5 4 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2,800 2015年度基準達成 ○ 40% 0.164336543 1000 10 1643.3654 1643.36543 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
57 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 4,500 2025年度基準達成 × 0.145 2500 121 43862.5 43862.5 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
58 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 11999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067641533 3500 111 26278.736 26278.73569 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
59 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 9999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.075778825 2500 111 21028.624 21028.62407 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
60 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 1500 その他 ○ 45% 0.264808583 600 10 1588.8515 1588.851497 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
61 5月2日 大阪 名古屋 2 5 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 45% 0.048663663 5000 10 2433.1831 2433.183135 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
62 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 6,000 その他 × 0.126 5000 121 76230 76230 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
63 8月2日 歯舞 新門司 8 6 委託輸送 鉄道 上記以外の電気 その他 200 120 11784 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
64 8月2日 歯舞 新門司 9 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★４ 200 120 11304 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
65 8月2日 歯舞 新門司 10 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★５ 200 120 10632 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
66 8月2日 歯舞 新門司 11 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★３ 200 120 11976 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
67 8月2日 歯舞 新門司 12 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★２ 200 120 12624 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
68 8月2日 歯舞 新門司 13 7 委託輸送 船舶 A重油 その他 200 120 13320 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
69 4月2日 東京 大阪 1 1 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2000 2022年度基準達成 ○ 25% 0.240153264 500 10 1200.7663 1200.766322 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
70 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2700 2015年度基準達成 ○ 17% 0.370801404 450 10 1668.6063 1668.606318 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
71 7月14日 新門司 歯舞 3 3 委託輸送 貨物自動車 軽油 8001 2025年度基準達成 ○ 45% 0.062643473 3600 199 44877.784 44877.78424 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
72 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067638022 2800 121 22915.762 22915.76169 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
73 8月10日 歯舞 新門司 5 4 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2,800 2015年度基準達成 ○ 40% 0.164336543 1000 10 1643.3654 1643.36543 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
74 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 4,500 2025年度基準達成 × 0.145 2500 121 43862.5 43862.5 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
75 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 11999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067641533 3500 111 26278.736 26278.73569 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
76 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 9999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.075778825 2500 111 21028.624 21028.62407 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
77 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 1500 その他 ○ 45% 0.264808583 600 10 1588.8515 1588.851497 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
78 5月2日 大阪 名古屋 2 5 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 45% 0.048663663 5000 10 2433.1831 2433.183135 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
79 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 6,000 その他 × 0.126 5000 121 76230 76230 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
80 8月2日 歯舞 新門司 8 6 委託輸送 鉄道 上記以外の電気 その他 200 120 11784 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
81 8月2日 歯舞 新門司 9 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★４ 200 120 11304 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
82 8月2日 歯舞 新門司 10 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★５ 200 120 10632 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
83 8月2日 歯舞 新門司 11 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★３ 200 120 11976 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
84 8月2日 歯舞 新門司 12 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★２ 200 120 12624 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
85 8月2日 歯舞 新門司 13 7 委託輸送 船舶 A重油 その他 200 120 13320 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
86 4月2日 東京 大阪 1 1 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2000 2022年度基準達成 ○ 25% 0.240153264 500 10 1200.7663 1200.766322 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
87 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2700 2015年度基準達成 ○ 17% 0.370801404 450 10 1668.6063 1668.606318 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
88 7月14日 新門司 歯舞 3 3 委託輸送 貨物自動車 軽油 8001 2025年度基準達成 ○ 45% 0.062643473 3600 199 44877.784 44877.78424 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
89 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067638022 2800 121 22915.762 22915.76169 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
90 8月10日 歯舞 新門司 5 4 委託輸送 貨物自動車 揮発油 2,800 2015年度基準達成 ○ 40% 0.164336543 1000 10 1643.3654 1643.36543 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
91 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 4,500 2025年度基準達成 × 0.145 2500 121 43862.5 43862.5 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
92 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 11999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.067641533 3500 111 26278.736 26278.73569 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
93 8月2日 歯舞 新門司 4 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 9999 2025年度基準達成 ○ 30% 0.075778825 2500 111 21028.624 21028.62407 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
94 5月2日 大阪 東京 2 2 委託輸送 貨物自動車 揮発油 1500 その他 ○ 45% 0.264808583 600 10 1588.8515 1588.851497 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
95 5月2日 大阪 名古屋 2 5 委託輸送 貨物自動車 軽油 12000 2025年度基準達成 ○ 45% 0.048663663 5000 10 2433.1831 2433.183135 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
96 8月10日 歯舞 新門司 6 4 委託輸送 貨物自動車 軽油 6,000 その他 × 0.126 5000 121 76230 76230 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
97 8月2日 歯舞 新門司 8 6 委託輸送 鉄道 上記以外の電気 その他 200 120 11784 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
98 8月2日 歯舞 新門司 9 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★４ 200 120 11304 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
99 8月2日 歯舞 新門司 10 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★５ 200 120 10632 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx

100 8月2日 歯舞 新門司 11 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★３ 200 120 11976 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
101 8月2日 歯舞 新門司 12 7 委託輸送 船舶 A重油 内航船省エネ格付制度★２ 200 120 12624 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
102 8月2日 歯舞 新門司 13 7 委託輸送 船舶 A重油 その他 200 120 13320 Ｂ物流株式会社_貨物輸送事業者用エクセル.xlsx
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 「省エネ法・温対法・フロン法電⼦報告システム（ＥＥＧＳ）」は、定期報告の作成と報告を⼀体
的に⾏えるシステム。ＥＥＧＳの運⽤開始は、2022年5⽉。

 現状、定期報告書や中⻑期計画書は、紙による提出が⼤半。ＥＥＧＳによってWEB化することで、
定期報告の作成と報告の負担を軽減する。

参考 省エネ法の定期報告作成ツール及びオンライン提出システム（EEGS）

34

定期報告書の作成

新システム
省エネ法・温対法
電⼦報告システム

現⾏（2021年度報告まで）

データベース
不備是正

定期報告書の作成
アプリ
ツール エクセル ワード

紙媒体XML PDFその他
電⼦媒体

電⼦報告システム
省エネ法温対法
電⼦報告システム e-Gov

書⾯報告
（郵送）

パンチ・OCRによる電⼦化

業所管⼤⾂及
び経済産業局
に対して提出

書⾯の管理及
びDB化の⾏政
コストや、時間
も要する。

電⼦化後論理エラー等を
システムで確認。
提出から時間差があり、
事業者の負担も増加。SABC評価 等

データベース
不備是正

SABC評価 等

論理エラー以外の
不備等の確認

・WEBツールにより報告書を作成。
・中⻑期計画書も作成可能。
・論理エラーは作成時に抑制。
・エクセルツール等は段階的に廃⽌

特
定
事
業
者

報
告
書
作
成
等

本
省
・
経
済
産
業
局

受
理
・
確
認
・
評
価
・
指
導
等

直ちにDB化。⾏政
コストを抑制し、時
間も短縮。

新システム（2022年度報告から）

⼯場規制︓38%
荷主規制︓13%
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2022年度
報告

新システム
運⽤開始

マニュアル配布・電⼦化移⾏
呼びかけDM

・パンフレット配布

2021年度
報告

2021.６ 11            2022. 3頃 5              6                            

電⼦情報処理組織使⽤届出書の提出 2022年度報告等の作成

 電⼦提出には事前の⼿続きが必要になる。円滑なシステム移⾏に向けて、各事業者に「電⼦情報
処理組織使⽤届出書」の提出を促していく。

■スケジュール

■提出書類（電⼦情報処理組織使⽤届出書）のイメージ

様式第43︓電⼦情報処理組織使⽤届出書ダウンロード
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_
new/saving/procedure/youshiki/doc/youshiki43.doc

特定事業者番号、所在地、事業所名等の基
本的な情報を記載

参考 省エネ法の定期報告作成ツール及びオンライン提出システム（EEGS）



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有
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１（６）．エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有①
 ⾃家輸送や専⽤便（委託）は、他貨物との按分が不要で推計によらずエネルギー使⽤量を把握可能と考えられるため、トン

キロ法や⾒なし値を⽤いず、燃料法や燃費法を選択すべき（下図⾚）。算定⽅法を変更できない構造的課題があれば、解
決事例をベストプラクティスとして取組を分析する。

 混載便は、他者の荷物の影響を受けるため、積載率が変動し、他貨物との按分が必要になる。⾒なし値を⽤いずにエネルギー
使⽤量を算定（橙）することや、燃料法を⽤いているケース（緑）は、貨物輸送事業者の取組や、貨物輸送事業者から協
⼒を得られる関係など、何らかの努⼒や⼯夫があると考えられる。相対的に難しい算定を実現した際の、背景にある取組をベス
トプラクティスとして分析し、広く活⽤可能な⽅策として横展開を⽬指す。

定期報告における輸送区分別算定⽅法集計（2019年度実績）

輸送区分 燃料法
燃費法 改良トンキロ法

実走行燃費値 見なし燃費値 実積載率 見なし積載率

委
託
輸
送

混載便
（190件） 1% 8% 60% 31%

専用便
（330件） 8% 25% 55% 12%

自家輸送
（220件）

22% 16% 55% 6%
説明 ・2020年度定期報告（2019年度実績）第1表区分３に記載されている⽤語に基づいて、貨物⾃動⾞について「混載便」、専⽤便⼜は貸切便と判断できたもの「専⽤便」として集計。

・改良トンキロ法において、「⾒なし値と同値」の定義は、平均積載率がみなし値と同値である最⼤積載量区分がある輸送IDについてカウント。

２件 １６件 １１３件



物流量の削減 モーダルシフト・輸
送機器の⼤型化

実測燃費 ⾒なし
燃費

○ ×
実積載率 ⾒なし

積載率

○ ×

評価できる省エネ取組

積載率の向上 燃費の向上

燃料法︓⾞両等の燃料使⽤量の実績

○○○ ○

×

○
燃費法︓⾞両の燃費と輸送距離から算定

改良トンキロ法︓貨物の輸送量（トンキロ）、
　　　　　　　　　　最⼤積載量と積載率から算定

○ ○

○ ○
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（参考）３つのエネルギー使⽤量の算定⽅法

燃料使⽤量
（リットル）

輸送距離
（キロメートル）

燃費
（キロメートル／リットル）÷

貨物輸送量
（トンキロ） × 改良トンキロ法

燃料消費原単位
（リットル／トンキロ）

※１

※２

※１ 燃費の実測が困難な場合は「⾒なし燃費」を⽤いることができる。
※２ 改良トンキロ法燃料消費原単位＝定数項÷（最⼤積載量×積載率）。積載率の実測が困難な場合は、「⾒なし積載率を

⽤いた改良トンキロ法燃料消費原単位」を⽤いることができる。

 荷主が貨物輸送事業者に⾏わせた貨物輸送のエネルギー使⽤量は、「燃料法」、「燃費法」、「トンキロ法」の
いずれかにより算定が可能。
 燃料法 ：燃料の使用の実績値。エネルギー使用量に省エネ取組が反映される。
 燃費法 ：算定に推計が少ない。見なし燃費を用いると燃費の向上が評価できない。
 トンキロ法 ：算定式による推計。燃費の向上が評価できない。見直し積載率を用いると、積載率も評価できない。



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有
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２（１）ベンチマーク⽬標の設定➀
 ベンチマーク制度は、 原単位⽬標（５年度間平均エネルギー消費原単位の年１％改善）とは

別に、⽬指すべきエネルギー消費効率の⽔準（ベンチマーク⽬標）を業種別に定めて達成を求
めるもの。2008年から導⼊。

 後述するクラス分け制度において、ベンチマーク⽬標達成事業者は、原単位１%以上の低減を
達成していなくてもＳクラス（優良事業者）へ位置付けられる

 今回、荷主制度のおいて、積載率をベンチマーク指標とすることを検討するが、ベンチマーク制度の
導⼊には、ベンチマーク指標と⽬指すべき⾼い⽔準（⽬標）の検討が必要。

出所：「令和元年度の工場等判断基準ワーキンググループ（工場WG）の中間とりまとめ」より作成
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２（１）ベンチマーク⽬標の設定② 積載率に影響を与える因⼦の例
 輸送する品⽬によって積載率（距離による加重平均値）の値は異なる。

品⽬別の平均積載率（距離による加重平均値）

積
載

率

出所 国⼟交通省所管の⾃動⾞輸送統計（2019年度分）の調査票情報を利⽤して省エネルギー課にて独⾃に集計を⾏ったもの
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２（１）ベンチマーク⽬標の設定③ 積載率に影響を与える因⼦の例

 輸送する⾛⾏距離や貨物１件あたりの重量（流動ロット）が増えると積載率は⾼まる傾向がある。

⾛⾏距離別の積載率

出所 国⼟交通省所管の⾃動⾞輸送統計（2019年度分）の調査票情報を利⽤して省エネルギー課にて独⾃に集計を⾏ったもの

積
載

率

流動ロット（※）別の積載率

※ 流動ロット：貨物１件あたりの重量
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２（１）ベンチマーク⽬標の設定④ 積載率に影響を与える因⼦の例

 貨物⾃動⾞の最⼤積載量に応じて積載率が⾼まる傾向がある。運送の⽤途によっても積載率は異
なる。

出所 国⼟交通省所管の⾃動⾞輸送統計（2019年度分）の調査票情報を利⽤して省エネルギー
課にて独⾃に集計を⾏ったもの場合。

積
載

率

最⼤積載量別の積載率 ⽤途別の積載率

⼀般貨物⽤ 複数の荷主の貨物を運送している場合。

特別積合せ貨物⽤ 集荷された貨物の仕分けをし、積み合わせて他の事
業所との間を定期的に運送している場合。

特定荷主専属⽤ ひとつの会社の専属として貨物を運送している場合。

集配⽤ 複数の荷主の貨物を運送し、かつ⼀回の運⾏中に
配達と集荷を⾏っている場合。

その他 上記のどれにも当てはまらない場合。
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２（１）ベンチマーク⽬標の設定⑤ 積載率に影響を与える因⼦の分析

 積載率について、影響を与える因⼦（輸送品⽬、最⼤積載量、輸送距離、ロット、運送⽤途）を
説明変数として重回帰分析を⾏い、説明変数の不確かさを踏まえ、説明変数を取捨選択し、多
様な条件の違いを踏まえたベンチマーク指標を検討することが可能。

 積載率を指標として、約１〜２割の事業者のみが満たす⽔準をベンチマーク⽬標として設定してい
くことにしてはどうか。

積載率 運送⽤途ロット輸送距離貨物⾃動⾞の
最⼤積載量品⽬ ・ ・ ・ ・=

重回帰分析の結果を踏まえた指標のイメージ

f



参考 ⼯場規制のベンチマーク指標の例（ホテル業）①
 ホテル業のベンチマークは、客室⾯積、⼈数等を踏まえたものになっている。
 以下の式により算定するエネルギー使⽤量に対する⽐率をベンチマーク指標とし、ベンチマーク⽬標

は0.723以下としている。

ベンチマーク目標 ベンチマーク指標

45

0.723 以下
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参考 ⼯場規制のベンチマーク指標の例（ホテル業）②
 ホテル業のベンチマークを設定するに当たっては、ホテルで使⽤するエネルギーについて、規模要因、

サービス要因、稼働要因の各要素の重回帰分析を実施した。

出所：2016年11月7日 工場等判断基準ワーキンググループ
資料4‐2 ホテル業界における省エネベンチマークの策定について（一般社団法人日本ホテル協会説明資料）
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２（１）ベンチマーク⽬標の設定⑥ 原単位（業種全体）
 エネルギー消費原単位（物流量トンキロ当たりのエネルギー使⽤量）は、業種ごとに異なる。
 エネルギー消費原単位のベンチマークを設定するには、燃料法、燃費法、トンキロ法の混在する算

定⽅法の評価、業種毎の取り扱う貨物の性質や算定⽅法の違い等の検討すべき課題が多い。

出所 定期報告書（第２表）
※ 原単位分⺟トンキロの事業者について業種別に集計（2014から2019年度まで連続して報告した事業者の2019年度の値）

業種別の原単位の平均値

⼩売業 10 70.7
⾷料品製造業 42 44.1

パルプ・紙・紙加⼯品製造業 18 39.9
輸送⽤機械器具製造業 21 36.2

飲料・たばこ・飼料製造業 17 35.0
卸売業 44 34.2

窯業・⼟⽯製品製造業 36 33.1
化学⼯業 66 30.9
鉄鋼業 41 24.3

⽯油製品・⽯炭製品製造業 5 19.8

業種（N数） ｷﾛﾘｯﾄﾙ／百万ﾄﾝｷﾛ



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有

48
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２（２）原単位変化のクラス分けの例⽰①
 ⼯場・事業所規制で実施しているクラス分け制度に準じて、クラス分けを実施するとSクラス相当の

事業者は2019年度実績で41％であり、緩やかに減少傾向で推移している。

平均原単位変化とクラス分け評価の推移

出所 定期報告書

クラス分け定義

…省エネが優良な事業者
（⽬標達成事業者）

…省エネの更なる努⼒が
期待される事業者
（⽬標未達成事業者）

…省エネが停滞している事業者
原単位２年連続悪化⼜は
5年度間平均原単位変化５％超悪化

（⽬標未達成事業者）

努⼒義務… 5年度間平均原単位変化
１％以上低減

特定荷主数
（社数）

平均原単位
変化率
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２（２）原単位変化のクラス分けの例⽰②
 業種によってSクラス相当の割合は異なる。輸送⽤機械器具製造業は半数を上回り、鉄鋼業、

化学⼯業は3割に満たない。

出所 定期報告書

業種別クラス分け評価

クラス分け定義

…省エネが優良な事業者
（⽬標達成事業者）

…省エネの更なる努⼒が
期待される事業者
（⽬標未達成事業者）

…省エネが停滞している事業者
原単位２年連続悪化⼜は
5年度間平均原単位変化５％超悪化

（⽬標未達成事業者）

努⼒義務… 5年度間平均原単位変化
１％以上低減

平均原単位変化
事業者平均
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２（２）判断基準の遵守状況（事業者クラスとの⽐較）
 定期報告書の判断基準において、「全てで実施」と回答した事業者を、Sクラス相当とＡクラス以

下相当の事業者で集計し、取組状況を⽐較。
 Ｓクラス相当の事業のほうが、Ａランク以下の事業者よりも多くの項⽬で遵守率が⾼い。

判断基準の遵守状況

判
断

基
準

「全
て

で
実

施
」の

回
答

割
合

Sクラス
相

当
とAクラス

相
当

の
判

断
基

準
の

遵
守

状
況

の
差

以下 Ｓ－Ａ以下の差出所 定期報告書（第７表）
※ 燃料使⽤の情報及び算定は燃費法選択率の差を⽰している。

※
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２（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊➀
 ⼯場制度において導⼊しているクラス分け制度は、事業者の原単位⽬標（５年度間平均エネル

ギー消費原単位の年１％改善）を評価し、S、A、Bにクラス分けするもの。事業者の省エネ意
欲の向上を⽬的に、2016年度から導⼊された。

 クラス分け評価制度において、原単位１%以上の低減を達成していなくても、ベンチマーク⽬標
達成事業者はＳクラス（優良事業者）へ位置付けられる。

Ａクラス
⼀般的な事業者

Ｓクラス
省エネが優良な事業者

Ｂクラス
省エネが停滞している事業者

Ｃクラス
注意を要する事業者

【⽔準】
Ｂクラスよりは省エネ⽔準は
⾼いが、Ｓクラスの⽔準には
達しない事業者

【対応】
特段なし。

【⽔準】
①努⼒⽬標達成
または、
②ベンチマーク⽬標達成

【対応】
優良事業者として、経産省
ＨＰで事業者名や連続達
成年数を表⽰。

【⽔準】
Ｂクラスの事業者の中で特に
判断基準遵守状況が不⼗分

【対応】
省エネ法第６条に基づく指導
を実施。

※1

※2

【⽔準】
①努⼒⽬標未達成かつ直近2

年連続で原単位が対前年度
⽐増加

または、
②5年間平均原単位が5％超

増加

【対応】
注意喚起⽂書を送付し、現地
調査等を重点的に実施。

※1

※1 努⼒⽬標︓5年間平均原単位を年1%以上低減すること。
※2  ベンチマーク⽬標︓ベンチマーク制度の対象業種・分野において、事業者が中⻑期的に⽬指すべき⽔準。

ただし、ベンチマーク対象範囲のエネルギー使⽤量が事業者全体のエネルギー使⽤量の過半となる場合に限る。

事業者クラス分け評価制度
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２（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊②（最短の導⼊スケジュール案）
 算定⽅法の⾒直し、算定ツールの試験的な提供は今年度中に実施。算定⽅法の⾒直しを踏まえた定期報

告（2022実績）に基づくクラス分けを2023年度に実施する⽅向で検討。

 来年度、ベンチマーク指標・⽬標の検討を⾏う。併せて、ベンチマーク指標・⽬標が設定した分野から次第、ク
ラス分けに反映する⽅針。

2021年度（今年度）

2022年度

2023年度

2024年度

 改良トンキロ法等、算定⽅法の⾒直し（2021年度告⽰改正予定）

 算定ツールの試験的提供（2021年度中に提⽰予定）

 算定ツールの改善、仕様の検討、開発
 ベンチマーク指標・⽬標の検討、設定（今後検討、設定した分野から判断基準告⽰）
 これまでと同様の算定⽅法や様式による定期報告

 ベンチマークを踏まえたクラス分け

 算定⽅法の⾒直しを踏まえた定期報告

 ベンチマーク制度を踏まえた定期報告
設定した分野から

 クラス分け実施
（2023年度実施する⽅向で検討）



１．エネルギー使⽤量の算定の適正化

（１）改良トンキロ法の⾒なし積載率の⾒直し
（２）燃費基準の達成を考慮した改良トンキロ法の⾒直し
（３）燃費法の⾒なし燃費の⾒直し
（４）トンキロ法による船舶のエネルギー消費性能の評価適⽤
（５）エネルギー使⽤量の算定ツールの開発
（６）エネルギー使⽤量の算定⽅法に関するベストプラクティス共有

2．特定荷主の省エネ取組の評価と促進

（１）ベンチマーク⽬標の設定
（２）荷主クラス分け評価制度の導⼊
（３）連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有
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 貨物輸送における省エネは、荷主を中⼼に関係者間の連携が不可⽋。
 荷主が単独では取り組むことが困難な取組の、関係者間の合意形成について課題の認識と克服

の過程を分析する。

２（３）．連携による省エネ取組に関するベストプラクティスの共有①

準荷主荷主輸送事業者
積載率の向上

リードタイムの短縮

ルート・⼿段
エコドライブの実施

⾞両の⼤型化

モーダルシフト
低燃費⾞両の導⼊

物流拠点の⾒直し

輸送頻度の⾒直し
⽣産地の⾒直し

配⾞計画システム
動態管理システム

直送化

返品・廃棄削減
在庫移動の削減

商品や包装の軽量化

⽇常点検の適正化
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３．関連施策の例
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３（１）．貨物⾃動⾞の燃費基準（トップランナー制度）
 省エネ法トップランナー制度では、貨物⾃動⾞の製造事業者や輸⼊事業⾞に対して、燃費（エ

ネルギー消費効率）の⽬標を⽰して達成を促すとともに、燃費の表⽰を求めている。
 トラックやトラクタの燃費基準は2006年に導⼊され、現在は2025年度を⽬標年度とする燃費基

準を定めている。

燃費基準の⽐較
（2015-2025）

燃
費

（
Km

/ℓ
）

重量区分毎の燃費基準値（2025年基準）
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３（２）．内航船省エネルギー格付け制度



AI・IoT等を活⽤した更なる輸送効率化推進事業費補助⾦
令和４年度概算要求額 62.0億円（62.0億）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
省エネルギー課

事業の内容 事業イメージ
事業⽬的・概要
運輸部⾨の最終エネルギー消費量は産業部⾨に次いで多く、省エネの

実施が急務です。このため、本事業では以下に取り組みます。
①新技術を⽤いたサプライチェーン全体の輸送効率化推進事業

発荷主・輸送事業者・着荷主等が連携計画を策定し、物流システム
の標準化・共通化、AIやIoT等の新技術の導⼊により、サプライチェー
ン全体の効率化を図る取組につき、省エネ効果の実証を⾏います。

②トラック輸送の省エネ化推進事業
⾞両動態管理システムや予約受付システム等のAI・IoTツールを活⽤
したトラック事業者と荷主等の連携による省エネ効果を実証します。

③内航船の⾰新的運航効率化実証事業
内航船を対象に、⾰新的省エネルギー技術や作業効率改善技術の
導⼊による省エネ効果の実証を⾏い、横展開を図ることで、省エネ船
舶の普及・既存船の省エネ深掘りを促進します。

④ビッグデータを活⽤した使⽤過程⾞の省エネ性能維持推進事業
使⽤過程⾞の省エネ性能を適切に維持するため、⾃動⾞の不具合等
の発⽣傾向をあらかじめ把握できる環境整備を推進します。

成果⽬標
令和３年度から令和5年度までの３年間の事業であり、令和12年度ま

でに、本事業及びその波及効果によって、運輸部⾨におけるエネルギー
消費量を原油換算で年間約204.4万kl削減すること等を⽬指します。

①新技術を⽤いたサプライチェーン全体の輸送効率化推進事業

②トラック輸送の省エネ化推進事業

③内航船の⾰新的運航効率化実証事業

④ビッグデータを活⽤した使⽤過程⾞の省エネ性能維持推進事業

条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

国 ⺠間企業等
補助︓③（1/2）

⺠間団体等
補助 補助︓①②（1/2)、④（1/3）

ソ
フ
ト
対
策

発荷主Ｃに寄り
荷物の集荷を
お願いします。

（Ⅰ）往路

（Ⅱ）復路

リアルタイムに位置情報を把握することで、最短
距離、最短時間で向かえる⾞両の選択が可能
となり、効率性が向上。

通常
動態管理システム活⽤ 【発荷主Ａ】

【着荷主Ｂ】

（Ⅰ）往路

（Ⅱ）新たな荷物の集荷
荷物の集荷を
お願いします。

【着荷主Ｄ】

（Ⅲ）荷物を配送

【発荷主Ｃ】

（Ⅳ）復路

クラウド型スキャンツール（⾞両とコネクタで接続し⾞両内の
電⼦制御ユニットと通信を⾏い、解析及び整備するために
使⽤するツール）の導⼊⽀援

RFID等の活⽤ 「モノ、取引の動き」の⾒える化

サプライチェーン全体
の効率化

荷
卸
し

ﾄﾗｯｸ予約受付ｼｽﾃﾑ

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

②

①

⼊出庫の効率化

港湾・貨物駅・メーカー⼯場等

〇
×
□

〇
×
□

AGV(無⼈搬送⾞）

庫内作業の効率化

配送

物流拠点

配送作業の効率化

無⼈配送ロボット ⾃動運転配送

⼩売店・消費者

１）連携計画策定
２）物流全体効率化

システム導⼊
３）AI・IoT等活⽤

新技術導⼊

ハ
␗
ド
対
策

⼆重反転プロペラ 電⼦制御主機関省エネ船型

省エネ船舶
の普及

・
既存船に

おける省エネ
深掘り

⾰新的な作業効率の改善
AI・IoTを活⽤した荷役効率化設備等

離着桟時間・
荷役時間の

縮減等
×

運航効率化・海流予測
・⾵推算
・波浪推算

航海計画
⽀援システム

航路最適化

RFID等の活⽤ 「モノ、取引の動き」の⾒える化

サプライチェーン全体
の輸送効率化

荷
卸
し

ﾄﾗｯｸ予約受付ｼｽﾃﾑ

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

②

①

⼊出庫の効率化

港湾・貨物駅・メーカー⼯場等
幹線輸送

〇
×
□

〇
×
□

AGV(無⼈搬送⾞）

庫内作業の効率化

配送

物流拠点

配送作業の効率化

無⼈配送ロボット ⾃動運転配送

１）連携計画策定
２）物流全体効率化

システム導⼊
３）AI・IoT等活⽤

新技術導⼊
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RFID等の活⽤ 「モノ、取引の動き」の⾒える化

サプライチェーン全体の効率化

ﾄﾗｯｸ予約受付ｼｽﾃﾑ

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

②

①

⼊出庫の効率化

〇×□
〇×□

物流拠点

配送作業の効率化

無⼈配送ロボット ⾃動運転配送

⼩売店・消費者

RFID等の活⽤ 「モノ、取引の動き」の⾒える化

サプライチェーン全体
の輸送効率化

荷
卸
し

ﾄﾗｯｸ予約受付ｼｽﾃﾑ

作業区分 社名 バース 状態

出荷 A社 B 作業中

出荷 B社 A 作業中

入荷 C社 A 受付済

・・・

②

①

⼊出庫の効率化
港湾・貨物駅・メーカー⼯場等

幹線輸送

〇×□
〇×□

AGV(無⼈搬送⾞）

庫内作業の効率化

配送
物流拠点

配送作業の効率化

無⼈配送ロボット ⾃動運転配送

１）連携計画策定
２）物流全体効率化システム導⼊
３）AI・IoT等活⽤新技術導⼊
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 経済産業省では、発荷主・輸送事業者・着荷主等が連携計画を策定し、
物流システムを標準化・共通化し、AI やIoT 等の新技術を導⼊することにより
サプライチェーン全体の輸送効率化や省エネ化を図る取組を補助⾦により⽀援している。

① 新技術を⽤いたサプライチェーン全体の輸送効率化推進事業 概要

【事業イメージ】

現状の課題
EC事業の影響等により、貨物
輸送は⼩⼝化、多頻度化して
おり、物流負荷が⾼まってい
る。

事業の効果（メリット）
関係事業者が連携してAI･IoTを活⽤す
ることによりサプライチェーン全体で⼤量の
貨物を効率的に処理する最適化を実現

成果の横展開（予定）
優良事例の共有や
事業者を評価する
仕組みを導⼊



② トラック輸送の省エネ化推進事業（⾞両動態管理システムのメリット）
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 経済産業省では、運輸部⾨の省エネ化を推進するため、トラック輸送事業者の⽅々が
⾞両動態管理システム等を導⼊して、輸送の効率化・省エネ化を図る取組を補助⾦に
より⽀援している。

メリット②︓情報処理の効率化
⾞両動態管理システムで
燃料使⽤量等の情報をデジタル化
特定荷主との情報共有により、輸
送に係るエネルギー使⽤量等の省
エネ法上の報告業務に係る
輸送事業者の負担を軽減

メリット①︓燃料代の削減
実際の配送ルートを⾞両動態管理
システムで⾒える化、荷主と調整
配送ルートの⾒直しにより、⾞両
の燃費向上、燃料代の削減に

関東地区A社の事例


